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研究成果の概要（和文）：包括的な特許データを用いて、公設試験研究機関（公設試）による知識の創造と波及
を以下のように定量的に分析した。第一に、知的財産研究所特許データベース（IIPPD）、文部科学省科学技術
政策研究所企業属性データベース、国際特許分類-国際標準産業分類コンコーダンスをマッチさせた。これによ
り出願企業の規模、地域、技術分野を時系列で識別することが可能となる。第二に、IIPPDの発明者情報から所
属機関の属性（大学、国立研究所、公設試、民間企業）を識別した。第三に、データをIIPPDの引用・被引用フ
ァイルと接続し、共有特許の引用状況を把握した。

研究成果の概要（英文）：Public institutes for testing and research called Kosetsushi constitute an 
important component of regional innovation policies in Japan. They are organized as a technology 
diffusion program to help small and medium-sized enterprises (SMEs) improve productivity through 
various technology transfer activities. Using comprehensive patent data, this study quantitatively 
evaluates technology transfer activities of Kosetsushi from the perspective of sectoral innovation 
systems. 
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１．研究開始当初の背景 
地方自治体によって設立・運営されている
公設試験研究機関(以下、公設試)は地域企業
への技術支援を目的とした地域イノベーシ
ョン政策である。公設試の歴史は１９世紀後
半の近代経済成長期にまで遡り、現在では全
ての都道府県に最低 1カ所の農業系、工業系
の公設試が設立されている。公設試は地理的
側面のみならず、技術分野の点でも農業、繊
維、窯業、化学、環境、情報通信、医療・福
祉等、経済発展や社会的要請に応じて幅広い
分野をカバーしている。その活動は完成品・
原材料の分析・試験にとどまらず、技術普及
講習会、技術相談、共同研究、受託研究、ラ
イセンス等多岐にわたる。こうした政策は他
の先進国にも広く観察され、米国の
Manufacturing Extension Partnerships(MEP)は
公設試に影響されて創設された機関である。 
 先行研究の多くは地域イノベーションシ
ステム(Regional Innovation System、以下 RIS)
の枠組みを用いて、こうした政策ツールを分
析・評価してきた。RIS は産業、大学、公的
研究機関、自治体が地域における知識創造・
波及に果たす固有の役割とそれらの相互作
用に注目する。RIS における公設試にはその
政策目標からして、地域企業の技術ニーズに
密接に関連した技術知識を保有することが
期待される。Fukugawa(2008)は公設試の有す
る技術支援メニューが、RISの特性(地域大学
の産学連携活性度、地域企業の研究開発能力)
と合致しているかを定量的に分析し、両者に
有意な相関が見られず、その意味で公設試の
技術知識が非効率に使用されている点を指
摘している。本研究は Fukugawa(2008)のアプ
ローチを更に発展させ、包括的特許データを
用いることで、公設試の技術知識と地域企業
の技術ニーズの需給マッチングを定量的に
評価する。 
 本研究は RISに加えて、産業のイノベーシ
ョンシステム(Sectoral Innovation System、以下
SIS)の観点を分析枠組みに導入する。SIS は
知識創造・波及のパターンが産業ごとに異な
る点を強調する。例えば、医薬における発明
は化学式などでコード化しやすい解析的知
識(analytical knowledge)に基づいており、特許
ライセンスが知識波及に適している。これに
対して、工作機械におけるイノベーションは
様々な分野の統合的知識(synthetic knowledge)
に基づいており、知識移転には研究者間のコ
ミュニケーションが必要である(Nelson and 
Winter 1982; Pavitt 1984; Malerba 2002; Asheim 
et al. 2007)。多様な技術分野をカバーする公
設試においても医薬・化学系ではライセンス
が、機械系では技術相談が重要であると考え
られる。SIS に基づく公設試の政策評価はこ
れまで技術分野別の公設試データがないた
めに行われてこなかった。本研究は公設試の
技術移転データと特許データをマッチさせ
ることで、公設試の技術移転パターン(技術相
談、ライセンス等)が技術分野別にどう異なる

かを定量的に分析する。 
 
２．研究の目的 
(1) 公設試の知識創造パターンは地域中小
企業の技術ニーズに合致しているか。 
 公設試は設立目的上、地域中小企業のイノ
ベーション、生産性向上に資することを求め
られている。従って、公設試の保有する技術
知識は地域大学のそれと比較して、地域中小
企業の技術ニーズとの相関が高いと予想さ
れる。本研究では技術知識の保有パターンを
技術ポートフォリオ(技術分野別の特許出願
件数分布を示すベクトル)を用いて定量化す
る。まず、IIPPD(知的財産研究所特許データ
ベース)に科学技術政策研究所の IIPPD 用出
願企業規模識別データをマッチさせること
で、公設試、地域大学、地域中小企業の特許
出願データからそれぞれの技術ポートフォ
リオを計測する。次に、公設試-地域中小企業、
地域大学-地域中小企業の間で技術ポートフ
ォリオの類似度を計測する。 
 
(2) 公設試の知識波及パターンは技術分野
に応じてどう異なるか。 
 SIS に基づいて、公設試が展開する技術移
転活動と公設試の技術ポートフォリオがど
のような対応関係にあるかを定量的に評価
する。医薬・化学分野に豊富な技術知識を有
する公設試は解析的知識の移転に適した特
許ライセンスを、機械分野に強みを持つ公設
試は統合的知識の移転に適した設備開放を
通じたエンジニア教育や技術相談を盛んに
行うものと予想される。本研究では IIPPDと
産総研「公設試験研究機関現況」をマッチさ
せることで、公設試の保有する技術ポートフ
ォリオと技術移転活動との相関を定量的に
分析する。 
 
(3) 公設試の発明は共同研究相手企業によ
り継続的に開発、事業化されているか。 
 公設試は地域大学と比較して、地域中小企
業との共同研究の頻度が高く、共同研究相手
の実施率が高い(他社をブロックするために
特許するのでなく、自己実施のために特許す
る)と予想される。本研究では公設試の発明・
出願・引用データを用いて以下の項目を定量
化し、それらを地域大学と比較する。第一に、
公設試の共同研究ネットワークの特性(単
独・共同研究比率、地域中小企業との連携頻
度)。第二に、共同発明の相手企業による出願
比率又は発明の譲渡比率。第三に、共同研究
相手による発明の事業化(共同研究相手によ
る当該特許の自己引用確率、審査請求確率)。
これにより公設試がイノベーションの源泉、
触媒として RIS でどのような役割を果たし、
そのパターンが地域大学とどう異なるかを
明らかにする。 
 
３．研究の方法 
(1) RISにおける公設試による知識創造に関



して、特許データから公設試、地域大学、地
域中小企業の保有する技術知識を定量化し、
公設試-地域中小企業、地域大学-地域中小企
業の間で技術ポートフォリオの類似度を計
測する。 
 
(2) SIS における公設試による知識波及に関
して、産総研「公設試現況」と課題 1で得ら
れる公設試の技術ポートフォリオをマッチ
させることで、公設試の技術移転パターンと
技術ポートフォリオとの相関を計測する。 
 
(3) RIS、SIS における公設試による知識創
造・知識波及に関して、特許データから共同
発明、共同出願、自己引用ネットワークを抽
出し、単独・共同研究比率、共同発明の共同
研究相手先への譲渡比率、審査請求確率、共
同研究相手先による自己引用確率を計測す
る。 
 
４．研究成果 
包括的な特許データを用いて、公設試験研
究機関(公設試)による知識の創造と波及を以
下のように定量的に分析した。第一に、知的
財産研究所特許データベース(IIPPD)、文部科
学省科学技術政策研究所企業属性データベ
ース、国際特許分類-国際標準産業分類コンコ
ーダンスをマッチさせた。これにより出願企
業の規模(小規模企業、中小企業、大企業)、
地域(発明者住所の都道府県)、技術分野(バイ
オテクノロジー、バイオテクノロジーを除く
化学、機械工学、電子工学、精密機器、その
他)を時系列(出願年)で識別することが可能
となる。第二に、IIPPD の発明者情報から所
属機関の属性(大学、国立研究所、公設試、民
間企業)を識別した。第三に、データを IIPPD
の引用・被引用ファイルと接続し、共有特許
の引用状況を把握した。このようにして構築
されたデータから、公設試の属性別(工業、農
業、医療、環境系)に単独発明の件数と質(国
際出願等)、共同発明の件数と質、共同発明相
手の属性(大企業、中小企業)と地理的分布(地
元企業、非地元企業)、共同発明の利活用を定
量的に評価することが可能となる。 
データの分析から以下の点が明らかとな
った。第一に、工業系公設試は各技術分野で
ほぼ均等に発明を生み出しているのに対し
て、農業系公設試はバイオテクノロジーと機
械工学、医療系公設試はバイオテクノロジー
と精密機器に発明が集中している。第二に、
地域中小企業の技術ポートフォリオとの相
関は工業系公設試で最も高い。共同発明に占
める地域中小企業との共同発明は工業系公
設試で最も高い。第三に、特許件数に占める
国際出願比率と特許あたり請求項数は医療
系公設試で最も高い。第四に、共有特許にお
ける審査請求確率は工業系公設試で最も高
い。第五に、特許あたり審査官前方引用件数
は医療系公設試で最も高い。 
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